






















































































































































（一）（二）（三・完）」社会科学研究 8 巻 1 号（1956 年）、同巻 2 号、3・4 号（1957 年）、
拡張適用制度については同「フランスにおける労働協約の一般的拘束力（一）（二）（三・


















































































































































  Ⅴ 総合的考察 
 
本稿では、フランスにおいて、国が代表的労働組合概念を通じて、労働組合を労働者全
体の代表として把握して集団的労働関係法制を構築してきたことを、団結法認の時代から
通史的に考察した。 
代表的労働組合概念は、労働組合が労働者全体の代表者であるという一定の社会的コン
センサスを前提としながら、国の経済的社会的政策を実現するための一つの手段として機
能してきたということができる。労働組合組織率の脆弱性、労使関係が敵対的であり自生
的労使関係が未発達であったという側面を代表的労働組合概念が補い、労働立法への民主
的正統性の付与や、労働者全体に集団的労働規制を及ぼすことを可能としたのである。 
代表的労働組合概念が成立したのは、第三共和制政体の安定（国の審議会への組合参加）、
および特に世界大戦を契機として産業の組織化という経済政策の実施（労働協約制度、労
働協約の拡張適用制度）のためであった。この時代の代表的労働組合概念は、革命的サン
ディカリスムの思想、組合構成員または労働者全体の同質性、高水準の組織力、1936 年の
マティニョン協定への CGT の署名に表される労働組合の社会的影響力など、労働組合が労
働者全体の代表であることを示す実態的な組織力や社会的コンセンサスに裏打ちされてい
た。 
戦後も、レジスタンス活動を通じて形成された労働組合の威信、社会保障機関の運営が
全国レベルで代表的な労使代表者により担われたこと、1968 年の五月革命の際にグルネル
協定へ署名して示した社会的影響力を示したことなど、労働組合は労働者全体の代表とし
ての役割を果たしてゆく。しかしながら、戦後の特殊な政治状況の下、組織力の多寡にか
かわらず、五大労組すべてに国が代表性を平等に認めて複数組合の併存を過度に尊重した
こと、および企業レベルでの労使関係構築のために代表性の推定制度を導入したこと、判
例でも代表性の評価において組合加入よりも選挙における得票率を重要な判断基準とした
ことによって、代表的労働組合概念が成立したときには存在していた、労働組合の労働者
全体の代表たる根拠が曖昧になっていった。このことは経済成長時代には顕在化しなかっ
たが、低成長時代に入り、団体交渉の分権化、譲歩的内容の企業協定の締結可能性が生じ
たこと、そして雇用形態の多様化、労働組合組織の官僚主義化などによる労働者階級の同
質性の喪失、深刻な組合離れ現象などが、労働組合が労働者全体の代表であるという社会
的コンセンサスの喪失に拍車をかけた。 
しかしながら、グローバル経済の深化、慢性的な失業率の問題に直面して、政府は、雇
用対策や、企業レベルでの柔軟な労働条件決定システムの構築という政策的観点から、労
働協約制度の根幹をなしている代表的労働組合概念を存続させなければならなかった。労
働組合組織率が低下し続けているため、団体交渉促進政策の実現に向けて、代表的労働組
合概念に依存する度合いは増しているとさえいえる。2004 年法の労働協約の効力要件への
過半数原則の導入、2007年法による労働立法過程における労使代表者協議手続きの法定化、
2008 年法による選挙における一定の得票率の代表性要件化などの法改正は、代表的労働組
合または労働協約署名組合に民主的正統性を補強して、代表的労働組合概念を基盤とする
集団的労働関係法制への労働者の信頼または理解を得ようとしたものであると評価するこ
とができる。 
2008 年法以降のフランス集団的労働関係法制において、代表的労働組合は、いかなる意
味で労働者代表たりうるものと位置づけられているだろうか。2008 年法改正により、組合
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員数、組合活動実績など、1950年法で定立された 5つの基準は必要条件として残されたが、
従業員代表選挙における得票率が決定的基準となった。したがって、代表的労働組合の労
働者代表としての正統性は、従業員代表選挙における労働者の支持に依拠する比重が非常
に大きくなったといえる。代表的労働組合法制度で批判が強かったのは、代表性の推定制
度であったため、企業レベルでの代表性推定制度のみ廃止して、五大労組への代表性承認
は維持するという解決、または推定制度を廃止せず、その性質を反証不可能なものから反
証可能なものへと修正するという解決もあり得た。しかし 2008年法は、代表性の推定制度
を廃止し、全国職際レベル、産業レベル、地域レベルなど、すべての組織レベルにおいて、
および代表的労働組合の行使するほとんどの権限の行使について、従業員代表選挙におけ
る一定の得票率を代表性の要件としたところに、2008 年法以降の代表的労働組合概念の特
徴がある。例えば企業レベルでの代表的労働組合と、全国職際レベルでの代表的労働組合
とでは果たすべき役割が異なるにもかかわらず、法が一律に労働者代表としての正統性を
従業員代表選挙に求めたことについては評価がわかれている。 
2008 年法によって、労働組合は代表性獲得のための、または労働協約締結のための一定
の得票を目指すために、労働者の意向を一定程度考慮しなければならなくなったことは肯
定的に評価されている。しかしながら、この制度においては、やはり組合員を増やすイン
センティブも、組合に加入するインセンティブも存在していない。代表的労働組合概念の
根源的問題は、労働組合が労働者全体の代表であるというコンセンサスを支える基盤が失
われているところに存するが、2008 年法改正は、この問題を治癒するものではない。その
反面、労働組合の組織力の脆弱性という現実に鑑みれば、代表的労働組合概念を通じた立
法による労使関係の設定が要請されざるをえず、かくしてフランスは深刻なディレンマに
陥っている。代表的労働組合概念を通じて、実際には組織力のない労働組合に強力な法的
権限を与えることで労使関係を構築し、発展させようとしてきたことの限界がここに表れ
ている。 
企業レベルの労使対話を促進したい政府は、この後の時代に、2008年法をベースとして、
代表的労働組合概念を媒介に、雇用流動化を可能とする企業協定のカテゴリーを拡大して
いった。しかしながら、代表的労働組合に実態として労働者代表としての基盤（労働者の
意見の集約能力、利害調整能力など）がないのであれば、企業協定の発展を重要視する政
府の立場からすれば、使用者の交渉相手としての労働者代表を代表的労働組合に限定する
必然性はまったくなく、企業協定の成立過程において、労働者の民主的正統性を確保する
ことに力点が移行するはずである。その表れとして、2017 年にフランスで実施された労働
法改革では、従業員代表選挙で過半数の支持を得ていない代表的労働組合が署名した企業
協定は、従業員の直接投票による承認を要するとする法改正や、代表的労働組合の委任に
よらない従業員代表による団体交渉方式の拡大がなされた。これらの法改正が代表的労働
組合概念にもたらす意義、このような交渉方式と団結権を保障する憲法規範との抵触関係
などは筆者の今後の検討課題となるが、本稿で示したとおり、代表的労働組合概念が法に
よってかろうじてその正統性を保ち得ているのだとすれば、このような法改正は今後も進
展していくことになり、労働組合はその存在意義を改めて問われることになるであろう。 
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